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１静岡県内で起きた主な地震とその地震による全被害状況
西暦 日本歴 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 地震名又は地域 被害状況

１４９８ 明応７ ８.４ 東海道全般
津波。伊勢大湊で流出家屋 1,000棟、死者 5,000人。

志太郡地方で流出死 26,000人。

１６０５ 慶長９ ７.９ 慶長地震 津波。浜名湖付近の橋本で 100棟中 80棟流出し、死

者多し。

１７０３ 元禄 16 ８.２ 元禄地震 倒壊家屋 8,000棟以上、死者 2,300人以上。津波。

１７０７ 宝永４ ８.４ 宝永地震
倒壊家屋 60,000棟以上、死者 20,000人。袋井全滅。

津波。御前崎で地盤隆起。

１８５４ 嘉永７ ８.４ 安政東海地震
倒壊焼失家屋約 30,000棟。死者 20,00～3,000人。

津波。御前崎で地盤隆起。

１９２３ 大正 12 ７.９ 関東大震災
死者 99,331人、行方不明 43,476人、全壊家屋

128,266棟、半壊 126,233棟、津波。

１９３０ 昭和５ ７.３ 北伊豆地震 死者 272人、全壊家屋 2,165棟。山崩れ、がけ崩れ

多し。

１９４４ 昭和 19 ７.９ 東南海地震
死者・不明者 1,223人、全壊家屋 17,599棟、半壊

36,520棟、流出家屋 3,129棟。

１９４５ 昭和 20 ６.８ 三河地震 死者 2,306人、全壊家屋 7,221棟、半壊 16,555棟、

非住居全壊 9,187棟、津波。

１９４６ 昭和 21 ８.０ 南海地震
死者 1,330人、全壊家屋 11,591棟、半壊 23,487

棟、流出 1,451棟、焼失 2,598棟。

１９７４ 昭和 49 ６.９ 伊豆半島沖地震 死者・行方不明者 38人、全壊家屋 134棟、半壊 240

棟、御前崎に小津波。

１９７８ 昭和 53 ７.０ 伊豆大島近海地震 死者２５人、全壊家屋 96棟、半壊 616棟、道路損壊

1,141ヶ所、がけ崩れ 191ヶ所。

１９８０ 昭和 55 ６.７
伊豆半島東方沖を震源と
する地震 全壊家屋１棟、一部損壊 17棟。

１９８３ 昭和 58 ７.７ 日本海中部地震
※死者 104人、建物全壊 934棟、半壊 2,115棟、

流出 52棟、船沈没 255隻。

１９９３ 平成５ ７.８ 北海道南西沖地震 ※津波、死者 202人、不明者 28人、負傷者 323人。

１９９５ 平成７ ７.３
兵庫県南部地震

(阪神・淡路大震災)

※死者 6,434人、不明３、負傷者 43,792人、全壊

104,906棟。

２００４ 平成 16 ６.８ 新潟県中越地震 ※死者 67人、負傷者 4,805人、全壊 3,175棟。

２００７ 平成 19 ６.８ 新潟県中越沖地震 ※死者 15人、負傷者 2,345人、全壊 1,319棟。

２００８ 平成 20 ７.２ 岩手・宮城内陸地震 ※死者 13人、負傷者 450人、全壊 28棟。

２００９ 平成 21年８月 11日 ６.５ 駿河湾を震源とする地震
死者１人、負傷者３１１人、建物半壊６棟。

一部損壊８,６６６棟、東名高速上り線の法面の崩落。

２０１１ 平成 23年３月 11日 ９.０
東北地方太平洋沖地震

(東日本大震災)

本県では負傷者４人、建物一部損壊２棟。

※死者・行方不明者約 2万 3千人、全壊約１２万棟。

２０１１ 平成 23年３月 15日 ６.４
静岡県東部を震源とする
地震

死者なし、負傷者５０人。

建物一部損壊５２１棟。
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は、東海地震の震源域付近(駿河湾から御前崎沖)を震源地とする地震

※ 印 は 、 本県に被害は出ていないが、参考までに全体の被害状況を掲載

資 料：理科年表より(新潟県中越地震、新潟県中越沖地震、岩手・宮城内陸地震においては消防庁資

料を参考とした)

２０１１ 平成 23年８月１日 ６.２ 駿河湾を震源とする地震 死者なし、負傷者１３人、建物一部損壊２８棟。
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２震度とゆれの状況

出典：気象庁ウェブサイト
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３津波警報、注意報について

４気象庁が発表する噴火警戒レベルと警報
富士山の火山活動に異常が観測された際には、気象庁から噴火警戒レベルや噴火警報が発表されます。

これに応じた避難の指示などが市町から伝えられることになっていますが、状況によっては自主的な避難

や避難準備が必要になる場合もあります。

出典：気象庁ウェブサイト

出典：気象庁ウェブサイト
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５気象等の予報及び警報の種類と発表基準

気象台は、大雨や暴風などによって災害がおこるおそれがある場合には、静岡県を遠州北、遠州

南、中部北、中部南、富士山南西、富士山南東、伊豆北、伊豆南の８つの区域に分けて、警報・注

意報を発表します。また、特別警報は警報の基準をはるかに超え、重大な災害がおこるおそれが著

しく大きい場合に発表します。以下は、静岡地方気象台による警報、注意報の発表の基準です。

現在の発表区分（区域）

出典：気象庁ウェブサイト
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